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　　広域での協議会、中核機関の設置・運営に関する基礎自治体支援に関連して

「成年後見制度等の普及促進事業」により、

県内の成年後見制度に関する関係者、自治体の広域連携会議を開催（沖縄県）

　平成 29 年度、沖縄県では、「成年後見制度等の普及促進事業」を実施。沖縄県社会福祉

士会に委託し、同年 12 月に市町村職員（社協や地域包括支援センター等を含む）を対象と

した「沖縄県成年後見制度等の普及促進事業に伴う広域連携会議」を開催した。

　那覇家庭裁判所、沖縄県弁護士会、リーガルサポート沖縄県支部等が登壇した。

議題は、

　・市民後見人の養成

　・地域福祉計画への記載について

　・県に期待する役割について　

などで、会場からの事例紹介や、会場からの質問に登壇者が応じる質疑応答がなされた。

　小規模自治体や離島も抱える沖縄県では、単独自治体で成年後見制度や権利擁護に関す

る取組を進めることは難しい。主催者である沖縄県、沖縄県社協担当者からは、今回の初

顔合わせの会議を機に、各行政区域または家裁のエリアごとに、関係者がネットワークを

つくってほしいという期待を込めたエールが送られた。

（沖縄県、ヒアリング調査等における聞き取り結果をもとに作成）
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